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1　はじめに
　（一）表見理論（th60rie　de　l’apParence）というのは，事物（chose）の，真実（v6rit6）には相応し
ない外見（aspect）を信じること（信用）（croyance）に対して，その信じた外見どおりに法的効果を
付与する原理である（D。この理論は，他人との取引とに結び付ければ，．権利ないし権限の真正名義人
（v6ritable　tituraire）としての外形（ex6rieur）を有する者から，その外形を信じて取引に及んだ者
が，その外形どおりの効果を取得し，保護されるということになる。これは，その外見ないし外形に
とらわれることなく，その背後まで綿密な調査（v6rification　minutieuse）をすれば，真実を暴くこと
ができたかもしれないが，そこまで分析することを必要とせず，可視的表見状況（situation　apparente
visible）の調査および，その信用で充分であるということに基づく。すなわち，これは，内的現実な
いし深遠の現実（r6alit6　profonde）よりも，外的現実ないし表面上の現実（r6alit6　superficielle）を優
先させようとする考えである（2）。
　（L）法的真実の追求および，その保護は，正義（just童ce）にかなうものとして，古代法からの永遠
の大原則であるが，他方，公平（6quit6）の観点から，真実らしい外観を保護することもまた，ロー
マ法以来なされてきたことである（3）。ナポレオン法典もまた，真実の尊重を実定法の基本に据えてい
るが，随所で表見を考慮している。ナポレオン法典施行当初から，判例は，表見理論の適用に，慎重
であり，かつ，限られた範囲ではあるが，積極的に押し進めてきた。すなわち，「共通的錯誤は法を
成す」（error　communis　facit　jus）というローマ法の法諺に基づく表見理論が，表見相続人による相
続財産の処分行為など私法の分野，および権限のない公務員の行政上の行為など公法の分野で，それ
らの行為の有効性を導くために適用されたことに始まる（4）。
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　e）権利ないし権限の真正名義人と取引を行なわない場合には，取引の当事者が意図したとおりの
法的効果を得ることができない。この命題は実定法の各領域の根本原則である。この命題は「自己の
有する以上のものを他人に譲ることができない」（nemo　plus　juris　ad　alium　transferre　potest　quam
ipse　habet）というローマ法の法理に基づくものである。そもそも，この法理および命題は，その真
正名義人個人を保護する意図の下に樹立されてたものであり，「静的安全」（s6curit6　statique）に役立
ってきた。しかし，この法理および命題は，社会生活のもう一方の要請である「動的安全」（s6curit6
dynamique）から，これまで法律上，幾多の修正がなされてきた。あるいは法規により，あるいは慣
習，判例により，それが達成されてきた。表見理論は，その動的安全の要請を満たす原理である。
　⑳表見（apparence）という概念が，これまで多方面に引用され，変幻自在（prot6i　forme）の様
相を呈してきたといわれるように（5），表見理論として一体的かつ統一的に組み立てるに苦慮してきた。
これまで，仮装行為（simulation），善意（bonne　foi），事実上（de　fait）の問題などとして，　apParence
を処理することも考えられてきた。これが原因して，apparenceの問題は，自ずからそれらの問題と
重複することがある。この稿では，apparenceの周辺の問題を考慮しながらも，その記述は最小限に
とどめ，apparenceの自律性（autonomie）のために，主に権利・権限に関する事項に限って表見理論
の統一的理解を試みた。
　表見理論の主要な要因は，ある事項につき真実らしい表見事実状況が存し，それを調査した結果，
信じるに値すると確信し，かつ，これらが正当であることである。
H　表見事実状況
　（一）apparence（表見）という語は，日常用語としては，現実（r6alit6）たる事物（chose）とは違っ
たものとして考えられる事物の外見（aspect）ないし外形（extr6rieur）であるが（6），事実状況に適用
すると，現実についての容易に知覚しうる明白な，外的特性（caract6re　ostensible）を有する表見事
実状況（situation　de　faits　apParente）ないし表見状況（situation　apParente）である（・）。この表見事
実状況を，隠れた内的特性を持つ真実の法状況（situation　de　droit）と対立させることにより，表見
理論の構造を理解するのが便宜である。
　⇔　権利ないし権限は，知的かつ法的創造物であり，元来，観念的ないし抽象的なものであり，現
実的かつ具体的な事実状況により付与されているものではない。従って，この命題の支配する領域で
は，本来，権利・権限の名義人の真偽を表見事実状況からだけで判断することは許されないはずであ
る。しかし，法の各領域において，すでに，表見事実状況から権利・権限の名義人の真偽等を判断す
ることが許されている領域がある。その第一は，権利ないし権限が表見事実状況そのものとして考慮
される場合である。例えば，占有権は，占有（possession）という表見事実状況そのものに権利を付
与したものであるから，その表見状況から権利の存否を確認することができるし，また，占有（posse・
ssion）に付された動産（chose　mobili6re）の正権限や取得時効（prescription），および為替手形（1e－
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ttre　de　change）や約束手形（billet　ti　ordre）など有価証券（titres）に記載された権利・権限もそれ
と同じに考えれる。その第二は，表見事実状況が隠れた真実である権利・権限の顕現（r6v61ateur）な
いし微表（representant）として考慮されることである。例えば，所有権を主張する者のために占有
は所有権の証明として役立ち（C．c．　art．2228），嫡出子の親子関係の証明に身分占有（possession　d’6・
tat）が利用されている（C．　c．　art．320）。さらに，その第三として，時には表見事実状況が現実には存
在しない権利・権限の行使をあらわしていることもある。これには，表見事実状況のなかに積極的に
虚偽を示す場合と，正確には権利状況を表見事実状況のなかに示さない消極的な場合とがある。仮装
行為の善意の第三者の保護（C．c．art．1321）は前者に属し，表見理論の適用範疇に入れることができ
る代理権徹回後の表見代理の有効性（C．c．　art．2005，2003，2009）は後者に属する。同じく表見理論の
一適用と見れる債権（準）占有者への弁済の有効性（C．c．　art．1240）は前者である場合と後者の場合
とがある。どちらも，可視的な事実状況が権利・権限の存在ないし行使に符合しているものと評価さ
れことによる（8）。このように，本来的な原則は尊重されながらも，すでに各領域で法規により権利・
権限の存在ないし行使が，その繋がり方は種々であるが表見事実状況と連結されている。
　それらの，すでに法規により権利・権限の真偽を表見事実状況から判断することが認められている
事項の他にも広く，とくに上記の類型の内の第二と第三に属する他の事項にも認めていこうというの
が表見理論である。
　②　権利・権限の徴表としての表見事実状況は，表見理論の適用が問題となる各事項により異なる。
一般には，表見の物的要素としての表見事実状況は，どんな疑いも聴衆に抱かせないほどの信愚性に
富むものでなければならず，通常は，単一の事実によることは少なく，複数の事実の複合ないし集合
により構成され，一群の状況をなしている。例えば，事実の継続，物の占有，権利の現実的行使，身
分ないし地位などの占有または提示，証書または公示（登記）などの存在，公証人または判決の介在，
証言などは，有力な真実の徴候的価値を持つことが多い（9）。
皿　権利・権限の調査
　（一）権利・権限の調査（v6rification）は，法規上，私署証書または証券（acte　ou　billet　sous　seign－
priv6）などの所持人（porteur）または筆跡（6criture），署名（signature）など文書の真偽の審査
（v6rification　d’6criture）（C．　c．　art．・1324），為替手形の支払人（tir6）による被裏書人の審査（v6rification
de　la　r6guralit6　de　la　suite（chaine）des　endosattairs）（C．　com．　livre　H．　art．137，　al．3），および破
産債権の審査（v6rification　des　cr6ances）（C．　com．livre皿，　L・no・　67－563　du　13　juillet　1967・art・40）
などのために明記されている（1°）。しかし，権利・権限の調査は，それらだけに限らず，一般に法的活
動に際して相手方の権利・権限などに係わる，あらゆる事項に及んでいるということができる。とこ
ろが，これまでフランスでも我が国と同様，権利・権限の調査について個々の領域ないし事項で，当
然の前提として個別的に指摘されるにとどまり（例えば，債務の弁済についての弁済受領者の権利・
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権限や，代理人の権限の調査など），一般的原理として本格的に検討されたことがない。とくに近時
フランスでは，表見理論の構成につき，その調査を持ち出す見解が有力になりつつある（1’）。
　⇔我々は，物または人に対する権利の取得・変更・消滅および権利関係の形成・変更・消滅など
法的効果を求めて，種々の法的活動を起こす。希望どおりの法的効果を得るためには，少なくとも，
権利ないし権限の真正名義人と法的活動を行なわなければならず，そうでない者との取引では，希望
どおりの法的効果を得ることができない。この命題は，実定法の各領域の根本原則であり，法的活動
を行う者に，活動の相手方の権利ないし権限が真正であるかどうかの調査権を付与するとともに，調
査の結果についての責任を負わせる。従って，その調査の欠如，怠慢はいうまでもなく，ある程度の
調査をしたが正確でなく誤解したという揚合でも，その調査者が責任を負うことになる。この意味で，
法的活動を行う者に，活動の相手方の権利ないし権限が真正であるどうかの調査義務を課していると
いえる。従って，例えば，「弁済は，債権者，または債権者のために受領権限を有する者になされな
いが（C．c．　art．1239），その受領者の権限を調査するのは，自己の危険と責任において債務者が負う」
し（12），「受任者（代理人）は委任者から付与された権限を行使する。論理的には，この権限は，他人
のために活動する者は，その者から権限を受領していなければなない。委任の存在および範囲を調査
するのは，受任者と称する者と取引する者が責任を負う」ということになる（13）。
　②　権利・権限の真偽の調査権（droit　de　v6rifir）は，法の全ての領域で認められる。従って，活
動の相手方の権利ないし権限に関して，疑義が生じたときはもちろん，そうでなくとも，その調査に
乗り出すことできる。相手方は，その調査を拒否することはできない。その調査のために日時を要し
ても，それが相当であれば容認されなければならない。例えば，債務の弁済に際して，債権者の権利・
権限を調査する期間は，遅滞の責任を免除される。その調査権は，如何なる場合にも奪うべきではな
い。債権の（準）占有者への弁済の場合にも，債権占有者の資格を調査する権限が債務者にないから，
その弁済が有効であるというのではない（14）。また，「動産（meuble）に関しては，その占有は権原
（titre）に値する」（C．　c．　art．2279，　al．1）が，これは，動産に関する取引の相手方の権利についての調
査権までも否定するものではない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　⑳　権利・権限の真偽の調査義務（devoir　de　v6rifier）は，法律上，または取引慣行によわ緩和さ
れることが多い。元来は，その調査は，真の法状態（6tat　de　droit）を見抜くに必要かつ充分な範囲
および程度のものでなければならない。その場合，法論理による精緻な分析により真の法状況を導き
出すことが必要であり，真の法状況と異なる表見事実状況にとらわれてはならない。しかし，その綿
密な調査が役に立たなかったり（15），正確な情報（information）が提供されないとか，法律上，真実
状態を確認することができないことも少なくない（16）。また，非常に緻密な分析（critique　tr6s　serr6e）
をなすことが常に取引に必要となれば，迅速性が損なわれたり，合理的かつ有用な制度の活用を阻害
することも起こりうる。このような領域では，権利・権限の真偽の調査義務を緩める必要がある。こ
の措置は，すでに法規上でも図られており，例えば，債権の（準）占有者への善意の弁済（C。c．　art．
1240），委任（代理）の撤回および消滅による受任者の権限の消滅を知らない善意の第三者の行為（C．
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c．art．2005，2008，2009）の有効性がそれである。
　㈲　その調査義務が緩和されている領域ないし事項では，本来の場合のように広範囲かつ緻密なも
のではなく，より具体的に，その調査の範囲および程度が限定される。その一例として判例により表
見理論が適用されている場合であり，法論理による深い分析によれば真の法状況を導き出すことが可
能であっても，それに至らなくとも，表見事実状況により権利ないし権限の真偽についての結論を得
るだけで充分であるというものである。例えば，債権の（準）占有者への弁済では，債務者は，表見
債権者を深い分析・調査により真偽を暴く必要はない（’7）。また，表見委任（mandat　apparent）に関
して，判例は，委任による受任者の権限の全欠如，受任者による権限の瞼越，改変につき表見理論の
適用を認めているが㈹，これは，第三者をして，受任者への全幅的信頼を認めたものではなく，た
だ受任者の権限の制限につき，精緻な調査をしないことを許しただけのものであると解せられる（19）。
　㈹　調査義務が緩和されている領域ないし事項での調査の範囲および程度は，なお抽象的基準によ
っている。その基準は，法的活動の種類習慣（usage），四周の状況（circonstances），調査者の職業，
社会的地位などから一般的に引き出される。調査者が，調査義務が緩和されている事項につき必要な
調査をなしたかどうか，および慨怠（n6gligence）または軽率（impudence）などがなかったかどうか
の審査は，裁判官に任され，最終的には，破殿院のコントロールの下に置かれる（2°）。例えば，賃貸
借に際し賃借人は，通常，賃貸人の所有名義の公示（publicit6）を調査しないなど，慎重な調査が公
の慣行としてなされていない場合には，そこまでの調査をしなくてもよいということになる。また，
職業的活動に精通するスペシャリストは，一般個人が陥ることのある落とし穴にはまることを許すわ
けにはゆかない（2D。求められた調査の欠如，不十分，怠慢，軽視は，　apparenceの適用を否定する。
IV　正当な信用
　←）信じること（信用）（croyance）は，重大な（grande）ことであり，あらゆるものに生命を与
える（22）。法の世界においても，信じることに対し，最大限の法的価値を認める必要がある。信じる
ことに法的価値を認めるには，それが法的に正当性を有するものでなければならない。これが正当な
信用（croyance　I6git三me）である。これは，我が国の権限瞼越による表見代理にっき定める「権限ア
リト信スヘキ正当ノ理由」（民110条）に相当すると思われる。
　ところで，croyanceという用語は，一般に事物を真実（vrai），真実らしい（vraisemblance），確実
（probable）または，確からしい（possible）と信じる（croir）所為（action，　fait）である（23）。その語
は，元々，主観的判断による確信の意味を持ち，疑いの余地さえ含むものであるから，法律上では，
あまり多用されてこなかった。その語は，法規のなかでは，例えば，口頭による賃貸借の賃料の額の
争いにつき賃貸人たる所有者は，その宣誓（serment）に基づいて信じ（croir）られるとか（C．　c．　art．
1716），寄託（d6P6t）の数額が書面により証明されない場合，受寄者は，その申述（d6claration）に
基づき信じられる（C．　c．　art．1924）などとして用いられるにとどまる。しかし，錯誤（erreur）は「虚
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偽（faux）であることを真実（vrai）と，真実であることを虚偽と信じる（crolr）ことである」し（24），
善意・誠実（bonne　fol）は，不知（ignorence）による場合のほか，慎重（prudence）に信じること
が必要とされる場合もあるなど，croyanceの語が他の法律用語ないし制度の要素として使用されるこ
とも少なくない。なお，公法上では，宗教上の信仰の自由としての信仰ないし信条にcroyanceの語
があてがわれている。
　croyaneという概念は，往々にしてconfiance（信頼）という語と混同されがちである。一般に古
い使い方によれば，両者は同一のものとして用いられていたようであるが，crOyanceは，心的理起
源を有し，事物に対する判断（jugement）ないし見解（opinion）を伴うのに対し，　confianceは，語
源としては，道徳的起源を有し，むしろ人，物，権威への精神的服従を意味するfoiから派生した語
であり，それらの事柄を信じる者の確固たる期待（esp6rance　ferme）を指す（25）。いずれにしても，
両者とも，法律上，重要な機能を果たしている。すなわち，confianceは，信義（loyaut6，　True　and
Glauben）に基づく法律行為とくに契約を支配する原理として，　crOyanceは，誤った信用ないし不可
避的信用に，その信用どおりのものとして，とくに信じた権利を付与するのと同等の保護を与える機
能を有する（guter　Glaube）（26）。
　（⇒「権利は信じることなり」（Les　droits　sont　des　croyances）と，レビィ（L6vy）がいうように（27）
法社会学的には，信じることから権利が生じる（28）。権利は，法規ないし法論理によってだけから導
き出されるものではない。表見理論における信用から権利を導くことも可能であり，かつ，それが法
規ないし法論理により導き出される結論に勝さることがある。信用を基礎づける意見（opinion）につ
き「意見は真実に勝る」（Plus　est　in　opinioe　puam　in　veritate）というローマ法の法諺があるが，こ
れまさに，そのことを意味するものである（29）。なお，フランスの慣習ないし判例法上，信用の権利創
設力が一般に承認されているといっても過言ではない。ただし，どの領域ないし事項に対し，それを
承認するかの具体論は残されている。
　G）croyanceは，法的真実状況と異なる表見事実状況を信じることであるから，そこには，真実
（v6rit6）との対応関係に着目すれば，誤信（croyance　erron6e）が存することになる（3°）。誤っている
こと，ないし錯誤（erreur）は，両状況の対比による表見理論の構造を理解する上で有益であるし，
croyanceという語にerreurの要素は心然的に内包されているともいえる。しかし，信じるという行
為（acte　de　croir）は，結果的に虚偽（faux）であることもあるが，信じた時すなわち法的活動の時
点では，真実の徴表（repr6sentation　de　la　v6rit6）である表見事実状況との対応関係に注目すれば，
それとの関係では誤りはなく，真実らしい蓋然性（vraisemblance）のなかに位置づけられる（31）。しか
も，erreurは，　croyanceに法的効果を付与するための重要な要因ではない。すなわち，一般の法律
行為における錯誤のようにerreurがあるから，それを法的に保護するというのではない。もっとも，
信じた者（croyant）が表見事実状況に対する判断を誤った場合には，　erreurが存するが，これには，
表見理論からの保護はないというべきである。
　erreurという観念は，立法当初から判例上，表見理論を適用する揚合に取り入れられてきたが，そ
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れは，外的な表見事実状況と内的な法状況との齪齪に注視し，錯誤（誤謬）の特殊型・有効型として，
表見理論を考慮したことによる。これは表見理論を認めながらも，自由な解釈ないし科学的解釈が普
及していない時代にあって，既存の法規の枠組みのなかで，ないし，その延長上で処理をすることが
必要であったことによる。共通的錯誤に法創設力を付与するU一マ法の法諺により，表見理論に関す
る問題を解決してきたのもそのことによる。その後，不可避的錯誤（erreur　invincible），正当な錯誤
（erreur　16gitime）など，表見相続人および表見所有者による不動産取引事例に導入されてきた。と
ころが，1962年12月13日の破殿院民事大法廷の判決で表見代理に関しcroyance　16gitimeという表現
が取り入れられ，これとerreur　16gitimeとの整合性の問題が生じた（32）。
　⑳　croyanceは，哲学上において，　certitude（確信）またはconnaissance（認識）との区別などに
つき議論されるところであるが，法律上では，深い調査により，対象の存在についての真実か虚偽か
の一定の見解を得たときには，その結論につき蓋然性の高い確信（conviction）に近づくものとな
る（33）。しかし，前述の権利・権限の調査が緩和されている範囲および程度において調査をし，その
限りで確信を得ればよいことになる。
　（E）croyanceの正当性（16gitimit6）は，各事項につきそれぞれ必要な権利・権限の真偽の調査を
なし，その範囲および程度において真実を追求し，その表見的現実（r6alit6　apparante）を信じるこ
とに存する。その正当性の判断には，真実の法的結論の安定性と柔軟性，および表見信用者と真正名
義人との利益調整の考慮が重要となる。なお，表見事実状況に対する疑い（doute）は，　croyanceを排
除するし，表見事実状況の背後に潜む真実を知っている場合も，また同じである（34）。その必要な権
利・権限の真偽の調査をなさないで信じた場合にも，croyanceないしapparenceを引用することが
できない。表見理論は，’解怠者および軽率者など慎重でない（impreudeuce）者の頼みの綱（planche
de　salut）となるのではなく，正当に信じた犠牲者に留保された保護手段である（35）。
　なお，権利・権限の真偽の調査義務が免除されている事項については，croyanceの適用の問題は
起きないといえそうであるが，その場合には，すでに法文上，不知（ignorence）またはそれと同義で
の善意（bonne　foi）という語で表現され，その信頼（confiance）を保護している。もっとも，両方の
場合ともに法文上，善意という語を用いているが，ignorenceを内容とした善意よりも，　croyanceを
内容とした善意の方が厳格であるといえる。前者をbonne　foi・ignorence，後者をbonne　foi・croyance
ないしbonne　foi・opiinonとして，それらを区別することができる。
V　表見的権利
　（一）表見的権利（droit　apparent）は，前述の表見（apparenc）の概念に権利を結び付けたものであ
るが，深い調査により導き出される真実の法状況に対し，表見事実状況の信用に基づく想像上の法状
況（situation　juridique　imaginaire）ないし想像上の権利（droit　imaginaire）である（36）。
　⇔　権利ないし権限の真偽に関する法の各領域ないし各事項にっき求められる一定の調査を経て，
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表見事実状況に基づき権利ないし権限の存在を正当に信じた者は，そのように信じられた表見名義人
との取引により，即時に，かつ真正名義人から直接に，その信じた権利を原始取得する。この権利を
表見的権利（droit　apParent）という。
　e　この表見的権利は，専ら表見事実状況を信じた第三者に付与されるものである（37）。これまで
一般に考えられてきたような，表見名義人の権利を承継するのではない。そこでの表見名義人は，第
三者からみて，取引の相手方が真正名義人に見れるという意味であり，取引の相手方たる表見名義人
に表見的権利を付与し，第三者がその権利を譲り受けるというものではない。権利ないし権限ありと
信じたのは，あくまでも第三者であり，その第三者に表見的権利を付与するだけで充分である。なお，
表見名義人自身が，自己に権利・権限ありと信じた，いわゆる誤想名義人（tituraire　putatif）である
揚合，その誤想名義人と取引した第三者については，それと同様に解せられるが，誤想名義人が第三
者と関係を持たず，真正名義人との問にとどまる限りでは，その誤想名義人に表見的権利を取得させ
られると解する（39）。
VI　おわりに
　（一）以上のような表見理論は，実定法の各領域に共通の法理として広く適用できると思われるが，
安易に法規ないし法論理による結論を軽視してはならない。しかし，表見理論は，法規ないし法論理
による結論の機械的運用（fonctionnement　m6canique），それによる過度の行き過ぎ，厳格（exc6s
derigeur），および法規ないし法論理による結論の要求の横暴（oppression）を緩和ないし矯正する機
能を有することを忘却してはならない（39）。
　⇔　表見理論をその物的要素，ないし信用の徴表としての表見事実状況と，その心理的要素として
の信用とに区別して理解するのがフランスでの近時の有力説であるが，その調査を，その信用の前提
として持ち出す議論は，まだ少数である。今後も，表見事実状況，調査および信用の三者の関係を検
討してゆきたいと考えている。
　⇔　実定法上よく用いられる善意および事実の考慮と，本稿で扱った表見理論との関係については，
ここでは充分には著せなかったが，この点は他目に期したい。
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